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2022 年１月 18 日 

各 位 

会 社 名 株式会社 LIXIL 

代表者名 代表執行役社長 兼 CEO 瀬戸 欣哉 

（コード番号 5938 東証・名証各一部） 

問合せ先 常務役員 IR 室 室長 平野 華世 

（TEL．03-6706-7001） 

 

 

完全子会社（株式会社LIXIL沖縄販売）の 

吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

本日、当社は、2022 年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社である株式会社 LIXIL 沖縄

販売を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は当社の 100％子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省

略して開示しております。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

当社では、事業の簡素化に向けて組織の統合を進め、シナジー創出と業務の効率化を継続的に推進し

ています。その一環として、このたび、よりフラットでシンプルな組織を目指すことを目的として、

ビル建材・住宅建材の販売事業を営む株式会社 LIXIL 沖縄販売を吸収合併することといたしました。 

 

２． 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併決議日 2022 年１月 18 日 

合併契約締結日 2022 年１月 18 日 

合併期日（効力発生日） 2022 年４月 1 日(予定) 

(注) 本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、株式会社

LIXIL 沖縄販売においては、会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、両

社とも合併契約の承認に係る株主総会を開催することなく実施いたします。 
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(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社 LIXIL 沖縄販売は解散いたします。 

 

(3) 合併に係る割当ての内容 

株式会社 LIXIL 沖縄販売は当社の完全子会社であるため、本合併による株式その他の金銭等の

割当てはありません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債の取扱い 

該当事項はありません。 

 

３． 合併の当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1) 商号 株式会社 LIXIL 株式会社 LIXIL 沖縄販売 

(2) 本店所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号 沖縄県宜野湾市大謝名２３７番地５ 

(3) 代表者の 

役職・氏名 

代表執行役社長 兼 CEO 瀬戸 欣哉 代表取締役 大久保 有洋 

(4) 事業内容 住宅及びビルの建材・設備機器の製

造・販売、その他住宅に付帯する事

業およびその関連サービス業 

ビル建材・住宅建材の販売 

(5) 資本金 68,418 百万円 30 百万円 

(6) 設立年月 1949 年９月 2015 年４月 

(7) 発行済株式

数 

普通株式  313,319,159 株 普通株式  600 株 

(8) 決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(9) 大株主及び

持株比率（注） 

（2021 年９月

30 日現在） 

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信

託口） 

12.57％ 株式会社 LIXIL 100％ 

JP MORGAN CHASE BANK 

385632（常任代理人 株

式会社みずほ銀行決済

営業部） 

7.48％   

株式会社日本カストデ

ィ銀行（信託口） 

3.69％   

他    
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(10) 直前事業

年度の財政状態

及び経営成績 

（2021 年３月

期） 

国際会計基準（連結） 日本基準（個別） 

資本合計（百万円） 554,767 純資産（百万円） 826 

資産合計（百万円） 1,741,814 総資産（百万円） 1,752 

１株当たり親会社所有

者帰属持分（円） 

1,902.89 １株当たり純資産

（円） 

1,377,855.54 

売上収益（百万円） 1,378,255 売上高（百万円） 3,919 

営業利益（百万円） 35,842 営業利益（百万円） 216 

 経常利益（百万円） 218 

親会社の所有者に帰属

する当期利益 

（百万円） 

33,048 当期純利益（百万

円） 

144 

基本的１株当たり当期

利益（円） 

113.92 １株当たり当期純利

益（円） 

241,203.22 

(注)当社に係る持株比率は、自己株式 22,616 千株を除いて計算しております。 

 

４． 合併後の状況 

本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更は

ありません。 

 

５． 今後の見通し 

本合併は、当社の 100％子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であり

ます。 

 

以 上 


